
は じ め に

年金制度をはじめとする所得保障にとって，

所得統計は制度検討の基礎となる重要な統計で

ある。特に，世帯を単位として様々な制度構築

が行われてきた厚生行政の分野では，世帯を単

位とする所得統計はあらゆる制度統計の前提と

みることもでき，その重要性・影響力も大きい

ものとなっている。このような情報を提供する

のが，厚生労働省統計情報部において実施され

ている国民生活基礎調査（指定統計第116号）で

ある。同調査では，３年に１回の大規模調査で

は約２万５千世帯（平成16年調査），中間年の調

査では約７千世帯（平成15年調査）に対して所

得調査を行っており，わが国の世帯ベースでの

所得情報を継続的に提供している。

ところで，この国民生活基礎調査は全数調査

ではなく，調査対象から一部の客体を標本とし

て無作為に抽出する標本調査である。標本調査

では標本抽出に起因する「標本誤差」というも

のが存在するため，調査の実施に当たっては，

調査結果の精度を示す「標本誤差」を一定のレ

ベルに管理し，客体数や抽出方法などの策定を

行う「標本設計」が必須のものとなる 。一般的

に，調査の結果表は対象となる指標の総和や平

均を表示することから，標本誤差も総和や平均

に関するものを利用・表章することが多い。国

民生活基礎調査でも所得票については１世帯当

たり平均所得額の標準誤差率が報告書に掲載さ

れている。

一方で，所得統計は平均値のみならず，中央

値などの分位値や分布それ自体も重要な指標で

国民生活基礎調査における所得分布の精度について

石
イシ

井
イ

太
フトシ

＊1 古
フル

屋
ヤ

裕
ヒロ

文
フミ

＊2

目的 国民生活基礎調査の実施により得られる所得分布に関する情報提供の充実に資する観点から，

同調査の所得分布に関する精度について検討を行う。

方法 国民生活基礎調査における所得分布に関する誤差情報について，ブートストラップ法などを

用い，所得分位値，所得階級別構成割合，ジニ係数の各標準誤差(率)に関する評価を行った。

結果 中央値の標準誤差率は大規模年では1.3％，中間年では2.4％となっており，他の分位値とと

もに，概して平均値よりも誤差率が高かった。所得階級（100万円階級）別構成割合について

は，１％の幅を許容すれば95％の確率で利用できるものと考えられた。ジニ係数の標準誤差は，

平成16年調査では0.0027ポイント，平成15年調査では0.0050ポイントであった。

結論 従来，評価が困難であった分位値などに関する精度の定量的評価がブートストラップ法を用

いることにより可能となり，対前年比較や結果の信頼性など，所得分布に関する各種指標や統

計表の見方に関する豊富な情報を提供することができる。

キーワード 所得分布，分位値，標準誤差，ブートストラップ法，ジニ係数

＊１厚生労働省大臣官房統計情報部企画課審査解析室長補佐(現国立社会保障・人口問題研究所企画部第四室長)
＊２同部企画課審査解析室総合解析係
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あり，調査結果としてもよく利用されている。

「統計行政の新たな展開方向」（平成15年６月各

府省統計主管部局長等会議申合せ）の中でも，

「各府省は，利用者の利便性を確保する観点か

ら，これまでの分析事例を参考に平均値，合計

値だけでなく分布に関する各種統計量等調査の

特性に応じた一層の分析を行い，これを提供す

る」とされるなど，分布情報の提供は重要な課

題といえる。さらに，標本調査では標本誤差情

報の提供も重要であり，「統計行政の新たな展開

方向」でも，指定統計については達成誤差など

の誤差情報を提供していくこととされたほか，

既に情報提供している統計調査についても「そ

の内容の充実を図ることとし，承認統計や届出

統計についても指定統計に準じて情報提供を図

ること」とされており，分布情報の充実にあわ

せてその誤差情報の提供が求められてきている。

しかしながら，国民生活基礎調査の場合，報告

書レベルでは所得分布に関する誤差情報の提供

が行われていない。

こうした現状を踏まえ，国民生活基礎調査に

おける所得分布に関する誤差情報の提供を目的

とし，ブートストラップ法を応用する研究

や，所得分位値に関する標準誤差を推定する研

究 などが行われてきている。

本稿では，これらの研究の延長として，直近

の大規模調査である平成16年調査で所得分位値

の標準誤差を評価し，中間年である平成15年調

査と比較した。また，所得階級（100万円階級）

別構成割合の標準誤差，所得格差を表す指標で

あるジニ係数の標準誤差についても定量的評価

を行い，国民生活基礎調査の所得分布の精度に

関する包括的な検討を行った。

方 法

国民生活基礎調査所得票の１世帯当たり所得

額について，調査データを用いて，平均値，分

位値（四分位値・十分位値），所得階級（100万

円階級）別構成割合，ジニ係数に関する標本誤

差推定を行う。平均値と構成割合については，

理論式による標準誤差(率)推定の評価を行い，

特に平均値については，ブートストラップ法と

してBWR（With Replacement Bootstrap）法

に基づく推定値 も算定して比較を行った。分位

値（四分位値・十分位値）とジニ係数について

は，ブートストラップ法のみによる標準誤差(率)

の推定を行い，特に分位値については，ブート

ストラップ標本を用いた信頼区間の構成も行っ

た。具体的な推定方法（大規模年の場合）を以

下に述べる。

平均所得の推定式は，

R̂＝
∑ N M

n m
∑X

∑ N M
n m

∑Y
＝

∑ L
1
m

∑X

∑ L
1
m

∑Y

で与えられる。ここで，

R̂：推計値

N ：k県の国勢調査地区数（後置番号１）

(都道府県・政令指定都市を「県」と略記)

n ：k県の世帯票調査地区数（後置番号１）

M ：k県のn 個の調査地区から設定された単

位区数

m ：k県の調査単位区数

X ：k県j単位区の世帯の総所得

Y ：k県j単位区の世帯の総数

L ＝N M
n

である。

理論式に基づく推定値の分散の評価式は以下

のとおりである。

V(R̂)＝
1

Y
∑ L

L
1
m

－
1
L

×(V (X)－2R̂COV (X，Y)＋R̂ V (Y))

ただし，

L＝∑L

V (X)＝
1

m －1
∑(X －X )

V (Y)＝
1

m －1
∑(Y －Y )

COV (X，Y)＝
1

m －1
∑(X －X)(Y －Y )
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X ＝
1
m

∑X

Y ＝
1
m

∑Y

X＝
1
L
∑L

1
m

∑X

Y＝
1
L
∑L

1
m

∑Y

であり，このとき，標準誤差の推定値は V(R̂)，

標準誤差率の推定値は V(R̂)

R̂
で表される。

これに対し，BWR法による誤差評価は以下の

手順のとおりである。最初に各層における抽出

率をfとし，各層ごとのブートストラップ標本の

サイズを，

s＝
m －1
1－f

により決定する。次に，各層において，大きさ

sのブートストラップ標本（右肩に＊を付けたも

のはブートストラップ標本を表す）

｛(X ，Y )：j＝１，…，s｝

を，標本

｛(X ，Y )：j＝１，…，m ｝

から復元抽出する。これをＢ回繰り返す。ｂ回

目の復元抽出によるブートストラップ標本にお

ける平均所得については，

X ＝L・
1
s
∑X ，Y ＝L・

1
s
∑Y

を用いて，

R ＝
∑X

∑Y
＝
∑L

1

s
∑X

∑L
1

s
∑Y

を計算し，このブートストラップ標本に対応す

る推定量を作成する。また，分位値については，

各世帯の所得がそれぞれL
s
のウエイトをもって

いると考え，累積分布関数の各分位点に対応す

る世帯の所得をR とし，このブートストラップ

標本に対応する推定量とする。ジニ係数も同様

に推定量が構成可能である。その後，これらの

ブートストラップ標本に対応するＢ個（Ｂ＝

100,000）の推定量から，Ｒの推定量

R̂＝
1
B
∑R

を推定し，分散の推定量を，

V(R̂)＝
1

B－1
(∑R －B・R̂ )

により推定する。また，ブートストラップ標本

の分布を用いることにより，推定量の信頼区間

を構成することができる。

結果と考察

(１) 標準誤差(率)の推定

平成15年，16年の国民生活基礎調査に基づく

標準誤差(率)の推定結果を表１に示す。報

告書にも掲載されている平均所得額につい

ては，理論式に基づく結果を示してある。

この結果についてはBWR法に基づいて標準

誤差(率)を推定してもほぼ同一の値となる

ことから，BWR法による標準誤差推定の妥

当性を裏付けているといえる。

平均値の標準誤差率は，大規模調査で0.9

％，中間年調査で1.7％の水準となってお

り，標準誤差率でみた場合，大規模年は中

間年の約２倍の精度が確保されていること

がわかる。一方，分位値に関する標準誤差

(率)はBWR法に基づく推定結果であり，従

来の方法である理論式からは得られなかっ

表１ 標準誤差(率)推定結果

平成16年調査(大規模調査) 平成15年調査(中間年調査)

推計値
(万円)

標準誤差
(万円)

標準誤差
率(％)

推計値
(万円)

標準誤差
(万円)

標準誤差
率(％)

平均値(平均所得額) 579.7 5.3 0.9 589.3 9.9 1.7

第１四分位値 263 4.5 1.7 255 8.6 3.3
第２四分位値(中央値) 476 6.0 1.3 476 11.3 2.4
第３四分位値 780 7.4 0.9 791 12.5 1.6

第１十分位値 133 2.6 2.0 129 5.8 4.5
第２十分位値 219 4.1 1.9 213 8.2 3.8
第３十分位値 303 3.6 1.2 303 7.9 2.6
第４十分位値 390 4.8 1.2 390 8.8 2.3
第５十分位値 476 6.0 1.3 476 11.3 2.4
第６十分位値 582 7.2 1.2 582 12.6 2.2
第７十分位値 700 6.2 0.9 708 12.8 1.8
第８十分位値 862 8.0 0.9 880 16.2 1.8
第９十分位値 1117 10.2 0.9 1153 18.5 1.6
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た結果である。これによると，例えば中央値の

標準誤差率は大規模年で1.3％，中間年で2.4％

となっており，平均値の標準誤差率0.9％，1.7

％よりもやや高い推定結果となっている。他の

分位値についても概して平均値よりも誤差率が

高いものとなっており，分位値を利用する際は

平均値に比べて注意が必要であることがわかる。

また，所得が低い方の分位値では標準誤差率が

高いのに対し，所得が高い方の分位値に向かう

につれて標準誤差率は低くなる傾向がみられる。

ただし，所得が高い方の分位値はそもそもの推

計値自体が大きいため，標準誤差率は小さくて

も標準誤差の絶対値はそれなりの大きさがある

ことに留意すべきであろう。

(２) 信頼区間の推定

標準誤差(率)は推定量の精度を表す基本的な

量であるが，推定量に中心極限定理が適用でき

ることを前提とし，推定量が正規分布すると考

えて信頼区間を推定するためにも用いられる。

例えば，平成16年調査の平均所得の場合，推定

値が579.7万円であり，標準誤差が5.3万円であ

ることから，推定値の両側に1.96倍の幅を取っ

た［569.3，590.1］を95％信頼区間とするもの

である。これに対し，一般に分位値では，中心

極限定理により推定量が正規分布することが必

ずしも保証されていないため，ブートストラッ

プ標本から信頼区間を推定する方法が有力なも

のとなる。これにはいくつかの方法が研究され

ているが，ここでは最も簡単なものとしてブー

トストラップ標本の分布から直接信頼区間を構

成するパーセンタイル法により信頼区間を推定

することとした。ブートストラップ標本の分布

自体を図１に示す。

この図では100,000個のブートストラップ標本

に基づき所得十分位値の分布を作成したが，こ

れによれば，実際に所得十分位値では，ブート

ストラップ標本の分布の形状は必ずしも正規分

表２ 所得十分位値の95％信頼区間
(単位 万円)

十分位値
95％信頼区間

下 限 上 限

第１十分位値 133 130 139
第２十分位値 219 210 228
第３十分位値 303 300 311
第４十分位値 390 380 400
第５十分位値 476 463 487
第６十分位値 582 569 598
第７十分位値 700 690 717
第８十分位値 862 848 878
第９十分位値 1117 1100 1140

ー
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布に近いものとはなっていないことがわかる。

特に，第３十分位値や第７十分位値では，分位

値自体が303万円，700万円と，100万円刻みで切

りのよい値か，あるいはそれに極めて近い値と

なっており，調査票でも切りのよい値を記入す

る者が比較的多いことなどからその点に標本が

集中する分布となっている。これを用いて，所

得分位値の信頼区間を作成したものが表２であ

る。

これからわかるように，所得分位値の95％信

頼区間に関しては，正規近似を前提として単純

に標準誤差の1.96倍を推定値の左右に取ったも

のとはやや様相が異なるものとなっている。特

に，ブートストラップ標本の分布でやや特異値

を含んでいた第３十分位値や第７十分位値では

信頼区間の左右の幅がかなり異なっていること

が読み取れる。

(３) 所得階級別構成割合の精度

ここまで，主に所得分位値の標準誤差(率)と

推定量の信頼区間を評価することにより所得分

布の精度について論じた。しかしながら，所得

分布を表す別の方法として所得階級別の構成割

合をみる方法があり，実際に国民生活基礎調査

においても所得階級（100万円階級）別構成割合

による所得分布が表章されている。しかしなが

ら，これまで報告書においてその標準誤差率は

掲載されていない。そこで，所得分布の精度を

論じる観点から，関連として所得階級（100万円

階級）別構成割合の標準誤差(率)を評価してみ

る。

平成16年調査による誤差推定結果を表したも

のが表３である。これによれば，所得階級（100

万円階級）別構成割合の標準誤差が最も大きく

なっているのは100～200万円階級の構成割合

11.6％に対する0.31％ポイントであり，これに

対応する95％信頼区間の幅は1.2％ポイントとな

る。すなわち，所得階級（100万円階級）別構成

割合の調査結果は，全数調査を行って得られる

はずの真の構成割合とのブレについて，１％ポ

イントの幅を許容すれば95％の確率で利用でき

るといえよう。また，特に高所得階級では構成

割合の絶対値が小さくなるため標準誤差率が大

きくなってしまうが，例えば，2000万円以上の

階級では構成割合が1.2％であるのに対して標準

誤差は0.09％ポイントとなっており，95％信頼

区間は［1.1，1.4］となる。したがって，誤差

率はやや大きいものの，2000万円以上所得があ

る世帯の割合はおおむね１％代前半にはあると

いえよう。

(４) ジニ係数の精度

さて，所得分布を考える別の視点として，所

得格差の測定がある。所得格差を表す指標には

SCV，MLDなどいくつかのものが考えられてい

るが，このうち最も代表的に用いられてきてい

るのがジニ係数である。国民生活基礎調査の世

帯所得額について，BWR法に基づいて推定した

ジニ係数の標準誤差(率)を表４に示す。

ジニ係数は平成16年調査では0.3882と前年の

平成15年調査に比べ0.0104ポイント低下し，前

年比2.6％の減少となっている。この結果から所

得格差は減少しているといえるのであろうか。

標準誤差は平成16年調査では0.0027ポイント，

平成15年調査では0.0050ポイントとなっており，

正規近似が成立すると仮定すると，95％信頼区

間の幅は平成16年調査では0.0108，平成15年調

表３ 所得階級別構成割合とその標準誤差(率)
(単位 ％)

所得階級 構成割合 標準誤差 標準誤差率

100万円未満 5.9 0.20 3.4
100～ 200 11.6 0.31 2.7
200～ 300 11.3 0.24 2.2
300～ 400 12.2 0.27 2.2
400～ 500 11.2 0.26 2.3
500～ 600 9.0 0.22 2.5
600～ 700 8.4 0.23 2.7
700～ 800 6.5 0.19 2.8
800～ 900 5.8 0.19 3.3
900～1000 3.9 0.16 4.1
1000～1100 3.5 0.15 4.3
1100～1200 2.5 0.11 4.6
1200～1300 2.0 0.10 5.2
1300～1400 1.4 0.09 6.4
1400～1500 1.1 0.09 7.5
1500～1600 0.9 0.07 8.2
1600～1700 0.6 0.05 9.8
1700～1800 0.4 0.04 11.6
1800～1900 0.4 0.05 12.5
1900～2000 0.2 0.03 14.4
2000万円以上 1.2 0.09 7.3
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査では0.0196となり，これらは

対前年増減よりも大きい。特に

平成15年調査は中間年調査であ

り，信頼区間も大規模年調査に

比べ約２倍の大きさとなってい

ることから，所得格差の変動に

関しては，より長期的な動向を

観察するなどによる慎重な検討

が必要であるといえよう。

なお，実際の調査データに基づくジニ係数の

精度評価を行ったものとして小林による先行研

究 があり，昭和56年・平成５年所得再分配調査

（国民生活基礎調査所得票の中間年と同一客

体）のデータを用い，ブートストラップ法によ

りジニ係数の標準誤差を推定している。これに

よれば，例えば平成５年調査の場合，再分配後

所得で0.0035との標準誤差推定結果を得ており，

この結果は，筆者らが得た中間年調査（平成15

年調査）の標準誤差推定結果0.0050におおむね

近いものの，やや小さめの値となっている。こ

の差については，年次や対象とする所得の違い

のほか，小林は世帯を抽出単位とした無作為抽

出が行われたとしてブートストラップ法を適用

していると考えられるのに対し，実際の標本抽

出では国勢調査地区を分割した単位区を抽出単

位とする集落抽出法が取られており，筆者らは

この標本抽出法を考慮したブートストラップ法

を適用して評価を行っていることなどに起因す

ると考えられる。

お わ り に

所得分布は所得調査の利用者にとって重要な

統計表であるが，その利用に当たっては標準誤

差など精度に関する定量的な評価が必須のもの

となる。従来，その定量的評価は難しい面があ

り，行われてこなかったが，ブートストラップ

法を用いることにより定量的評価が可能であり，

その結果を用いれば，対前年比較や結果の信頼

性など，所得分布に関する各種指標や統計表の

見方に関する豊富な情報を提供することが可能

であることがわかった。

国民生活基礎調査の所得分布に関しては，世

帯票などの補助情報を活用して推定精度を高め

る方法がいくつか提案されており，現在，この

ような方法を応用する研究 が行われているとこ

ろであるが，所得分布に関するより高度な結果

の提供に資する観点からも，今後，このような

分野におけるさらなる研究が必要である。
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表４ ジニ係数の標準誤差(率)と95％信頼区間

平成16年調査（大規模調査) 平成15年調査（中間年調査)

推計値 標準誤差 標準誤差率 推計値 標準誤差 標準誤差率

ジニ係数 0.3882 0.0027 0.7％ 0.3986 0.0050 1.3％

対前年増減 △0.0104 △2.6％

95％信頼区間(下限) 0.3828 0.3888
95％信頼区間(上限) 0.3936 0.4084
95％信頼区間の幅 0.0108 0.0196
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